
論文 SRC 柱と S 梁が半剛接合された柱梁接合部の剛性と耐力 
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要旨：本研究は，SRC 柱に内蔵された S 部材と S 梁を T 形鋼，L 形鋼，高力ボルトにより半

剛接合された接合部の初期剛性，終局耐力，履歴性状などの破壊性状が接合方法の違いによ

りどのような影響をうけるか実験的および解析的に検討している。S 梁フランジ上下面に L

形鋼を配置することにより，耐力および初期剛性は上昇するがコンクリートの剥離が顕著と

なる。終局耐力は，S 部分と RC 部分の耐力を累加することにより評価している。実験値と

の比較の結果，コンクリート部分の耐力は提案された評価式によってほぼ評価できるが，S

接合部およびせん断補強筋による耐力の評価は，今後詳細に検討する必要がある。 

キーワード：半剛接合，T 形鋼，L 形鋼，初期剛性，終局耐力 

 

1. はじめに 

柱を SRC 造，梁を S 造とする混合構造では柱

に内蔵される鉄骨と梁鉄骨を溶接して，柱梁接

合部を剛接合にすることが一般的である。この

ような剛接タイプの架構の場合，骨組み自体に

地震力を負担させるため，柱梁接合部に大きな

応力が作用することとなる。したがって，柱梁

接合部は重装備で複雑なディテールとなる。し

かしながら，鉄骨ブレースや RC 耐震壁などの耐

震要素により，剛性及び保有水平耐力が十分に

確保されれば，柱梁接合部に作用する応力を小

さくできるため，剛接合にする必要はなく施工

の合理化も可能となる。 

 本研究の目的は，柱鉄骨と梁鉄骨を L 形鋼お

よび T 形鋼を介して高力ボルト接合した柱梁接

合部の初期剛性，終局耐力，履歴性状などの破

壊性状が接合方法の違いによりどのような影響

をうけるのか実験的および解析的に明らかにす

ることにある。 

 

2. 実験計画 

図 1 に試験体の断面および形状，図 2 に柱梁

接合部詳細を示す。柱断面は 300×300mm，主筋

は D10(SD295)を使用し，柱断面の隅角部にそれ

ぞれ 3 本ずつ計 12 本配筋されている。柱部分の

せん断補強筋は D6(SD295)を使用し，60mm の間

隔に設けられている。柱鉄骨は No.1，2，3 試験

体は H-100×100×6×9，No.4 試験体は弱軸方向

に H-200×100×5.5×8 が配置されている。梁鉄

骨は各試験体とも H-250×125×6×9 とした。 

 No.1 試験体は柱鉄骨フランジと梁鉄骨ウェブ

を T 形鋼を用いてボルト接合したものである。
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図-1 試験体の断面および形状 
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No.2 試験体は No.1 試験体の接合方法に加えて，

さらに柱鉄骨フランジと梁鉄骨フランジを L 形

鋼を用いてボルト接合したものである。No.3 試

験体は接合部ディテールは No.2 試験体と同じで

あるが，柱梁接合部に帯筋が配置されていない。

No.4 試験体は梁鉄骨の柱への埋め込みを長くし

たものであり，柱鉄骨ウェブと梁鉄骨ウェブを T

形鋼，柱鉄骨ウェブと梁鉄骨フランジを L 形鋼

を用いて，それぞれボルト接合した。No.1 試験

体と No.2 試験体を比較することにより L形鋼の

影響が，No.2 試験体と No.3 試験体を比較するこ

とにより接合部のせん断補強筋の影響が明らか

にできる。接合に使用した高力ボルト（F11T）

は 12φである。なお，導入ボルト張力は，トルク

法を用いて 8.87kN とした。 

表 1 に使用材料の力学的性質を示す。 

 実験は，柱のコンクリート圧縮強度の 20%の

一定軸力（513kN）を負荷した後，梁に逆対称の

正負繰り返しせん断力を載荷した。なお，柱に

対する梁の相対変形角 R を制御変位として梁せ

ん断力を載荷した。 
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図-2 柱梁接合部の詳細 

表-1 使用材料の力学的特性 

備考 1：No.4 試験体，2：No.1，No.2 および No.3 試験体    

No.1 試験体 No.2 試験体 No.3 試験体 No.4 試験体 

立
面 

接
合
部
断
面 

降伏応力度

(N/mm2)

引張強度

(N/mm2)

ヤング係数

(N/mm2)
備考

PL5.5 355 481 1.94×106 1

PL6 339 462 2.00×106 2

PL8 318 453 1.98×106 1

PL9 312 457 2.00×106 2

PL6 373 494 2.06×106 -

PL9 381 471 2.09×106 -

T形鋼 PL9 336 493 2.06×106 -

D10 374 530 1.81×106 -

D6 359 533 1.85×106 -
圧縮応力度

(N/mm2)

割裂強度

(N/mm2)

ヤング係数

(N/mm2)
備考

28.4 3.40 2.38×106 -コンクリート

鉄筋

鉄骨

柱

梁
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3. 実験結果および考察 

図 3 に最終破壊状況を示す。No.2 試験体の破

壊経過は以下のようであった。相対変形角

R=0.005rad.で，梁鉄骨フランジと接する柱コン

クリートが剥離した状況がみられた。R=0.02rad.

で，柱梁接合部にせん断ひび割れが発生した。

梁鉄骨フランジと柱コンクリートが接する部分

には，相対変形角 R=0.01rad.程度で，梁鉄骨のて

こ作用による支圧力によるものと考えられる圧

壊が観察された。また，柱材の材軸方向に縦ひ

び割れが観察されたが，コンクリートの圧壊が

正確に観察されたのは R=0.03rad.程度である。そ

の後の変位過程で，柱梁接合部のひび割れの進

展および柱側面のコンクリートの局部支圧破壊

が顕著となった。 

 これらの破壊過程は，No.1 および No.3 試験体

ともほぼ同じであるが，No.1 試験体は他の試験

体と較べてひび割れが少なく，かつ，柱梁接合

部のせん断ひび割れも観察されなかった。No.4

試験体ではせん断ひび割れが他の試験体と比べ

て早期に発生した。また，L 形鋼でボルト接合さ

れた No.2，No.3 試験体は柱側面のコンクリート

No.1 試験体 No.2 試験体 No.3 試験体 No.4 試験体 

図-3 最終破壊状況 
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図-4 履歴曲線 
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の剥離が顕著であったが，No.4 試験体では L 形

鋼による接合部分が柱中央に位置しているので，

L 形鋼によるコンクリートの押し出しが少なく

剥離は少なかった。なお，No.3 試験体では，柱

梁接合部のせん断補強筋がないため，柱側面の

コンクリートの剥落が特に顕著であった。 

 図 4 に各試験体の履歴曲線を示す。縦軸は梁

両端部に負荷した荷重の平均値 Q(kN)，横軸は梁

部材端部の変形より求められた相対変形角

R(rad.)である。各試験体ともすべりを伴ったエネ

ルギー吸収能力の小さい逆 S 字形の履歴曲線を

示している。これは，正あるいは負方向に負荷

すると，梁鉄骨と柱コンクリートのてこ作用に

よって梁鉄骨フランジと引張側の柱コンクリー

トとの間に隙間ができること，また，高力ボル

トのクリアランスや柱鉄骨フランジの変形によ

り柱コンクリートとの間に隙間が生じるが，そ

の後，負あるいは正方向に載荷すると，それぞ

れが接触するまで抵抗力が小さいことに起因す

ると考えられる。No.2 試験体と No.3 試験体では

変形性状に大きな相違は見られないことから，

せん断補強筋の配置による影響は大きくないと

考えられる。 

 図 5 に履歴曲線の初期部分を拡大して示す。

ここで，凡例に示す値は初期剛性であり，

R=0.5mrad.に相当する勾配で評価している。No.1

試験体と No.2 試験体を比較すると初期剛性が上

昇している。これは L 形鋼の影響であり，L 形

鋼を入れることにより剛性が上昇する。No.2 試

験体と No.3 試験体の相違はほとんど見られない。

したがって，接合部にせん断補強筋を配筋する

ことによる初期剛性の影響はほとんどない。

No.2試験体とNo.4試験体を比較すると大きく初

期剛性が上昇している。これは，No.4 試験体は

梁鉄骨の柱への埋め込みが長く，コンクリート

の支圧面積が大きいためである。また，No.1 試

験体は早期に剛性低下しているがこれは梁鉄骨

フランジと接する柱コンクリートが剥離したた

めである。 

4. 耐力評価の試み 

部材のせん断力で表現された柱梁接合部の耐

力 Quは，鉄骨接合部の耐力を Qs，鉄筋コンクリ

ート接合部の耐力を Qcrとし， 

(1) 

によって評価する。 

L 形鋼と T 形鋼を有する鉄骨接合部の最大曲

げ耐力 MjU は 

 (2) 

によって評価する。鉄骨接合部の T 形鋼の最大

曲げ耐力 MjCTは，高力ボルト接合による靭性型

鉄骨架構の構造設計マニュアル 1)によって評価

する。L 形鋼の耐力 MjLは，図 6 のように引張力

T を受ける T 形鋼の片側引張耐力によって評価

する。 

この Mjuを用いて，鉄骨接合部の耐力 Qs を部

材のせん断力で表すと 
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となる。 

ここで，Lは鉄骨部材接合端から載荷点までの

距離である。 

鉄筋コンクリート接合部は，図 7（c）に示す

ように梁部材は梁の圧縮側フランジ端部 A 点を

中心に回転すると考えると，圧縮側フランジが

柱のコンクリートに接することから，鉄骨フラ

ンジには圧縮力が作用する。この時の鉄骨フラ

ンジが圧縮力を受ける面積は図 7（b）に示す斜

線部分の面積となる。また，図 7（a）に示すよ

うに，鉄骨フランジに取り付けられた L 形鋼お

よび T形鋼の抜け出しに伴う力が，柱隅角部へ

と向かう力となり，せん断補強筋に引張力が作

用する。これらの力が梁の回転に対する抵抗力

となる。したがって，鉄筋コンクリート接合部

の耐力 Qcr は，力の釣合い条件と塑性条件から次

式により評価する。 

 

 (4) 

 

ここで，aw：せん断補強筋の断面積 

di：A 点からそれぞれのせん断補強筋

までの距離 

σy：せん断補強筋の降伏応力度 

Fc：コンクリートの圧縮強度 

λ：局部支圧係数（λ=1.5） 

sb：鉄骨梁フランジの幅 

sdc：鉄骨梁のコンクリート埋め込み

長さ 

である。 

L

d
Fdbda
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表-2 理論値と実験値の比較 

Qs：鉄骨接合部耐力，Qcr：鉄筋コンクリート接合部耐力，Qu：柱梁接合部耐力 

Qexp：柱梁接合部耐力(実験値) 

(a) S 部分から RC部分への応力伝達 

(b) 鉄骨梁の支圧面積 

(c) 接合部の抵抗機構 

図-7 コンクリートとせん断補強筋の効果
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No.1試験体 No.2試験体 No.3試験体 No.4試験体

Qs (kN) 12.3 22.4 22.4 18.5
Qcr (kN) 20.5 26.5 15.5 42.3

Qu=Qs+Qcr (kN) 32.8 48.9 37.9 60.8
Qexp (kN) 27.9 50.5 47.4 59.5
Qexp/Qu 0.851 1.03 1.25 0.979
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なお，第一項はせん断補強筋による耐力，第二

項はコンクリートによる耐力を表す。なお，コ

ンクリートの圧縮強度については支圧強度 2)に

よる評価を行う。 

 

5．解析結果 

 表 2 に解析結果と実験値，図 8 にそれを比較

した棒グラフを示す。解析において，No.4 試験

体を除く L 形鋼を用いた接合部の耐力は，L 形

鋼と柱フランジの曲げ降伏によって耐力が決定

されていた。一方，T 形鋼接合部は柱フランジの

面外曲げ降伏によって決定した。解析より得ら

れた値は，No.1 試験体は過大評価，No.3 試験体

は過小評価する結果となった。一方，No.2 およ

び No.4 試験体は概ね最大耐力を評価できている。

No.4 試験体のQs が No.2 および No.3 試験体と比

べて小さくなっているのは，No.4 試験体の耐力

評価にあたって，鉄骨梁が接合された柱鉄骨の

板要素を柱ウェブとして計算したためである。 

 

6. 耐力評価法の妥当性 

 表 2 より，No.2 試験体と No.1 試験体および

No.2試験体とNo.3試験体の耐力を比較すること

により，L 形鋼およびせん断補強筋の耐力評価に

対する妥当性を検討する。T 形鋼だけでボルト接

合されていたものに L 形鋼を配置することによ

り，解析では 16.1kN，実験では22.6kN上昇する。

したがって，L 形鋼の評価に対しては 6.5kN

（=∆LQ）過小評価していると言える。接合部内

にせん断補強筋を配筋することによって，解析

では 11kN，実験では 3.1kN 上昇する。したがっ

て，接合部内のせん断補強筋に対しては 7.9kN

（=∆hQ）過大評価していると言える。 

これらのことから，L 形鋼がある場合とない場

合とで接合部内のせん断補強筋が同じ効果を発

揮しているとすると，No.1 試験体の解析値から

∆hQ を引くことにより，せん断補強筋の評価を

修正した値が得られる。しかしながら，その値

は 24.9kN であり，実験値と比較すると 3.0kN の

相違がある。これは T 形鋼の評価による差と考

えられ，T 形鋼に対しては 3.0kN（=∆TQ）の過小

評価をしていると言える。このことから，本耐

力評価法は，特に，せん断補強筋に対して過大

評価していると言える。しかしながら，No.2 お

よび No.4 試験体は最大耐力を評価できている。

これは，T 形鋼および L 形鋼とせん断補強筋の

耐力はそれぞれ，過小および過大評価している

ため，それらの値が相殺されて評価されたもの

と考えられる。したがって，鉄骨部分およびせ

ん断補強筋の耐力評価を見直す必要がある。ま

た，コンクリートの支圧に関しては，鉄骨梁埋

め込み長さの違う No.4 試験体が評価できている

ことから，ほぼ評価できていると言える。 

 

7. 結論 

 SRC 柱と S 梁が半剛接合された柱梁接合部の

破壊性状に関して，実験および解析結果の検討

によって，以下の結論が得られた。 

・梁フランジ上下面に L 形鋼を介して柱と梁を

ボルト接合している接合部のひびわれ状況は，

柱側面で梁フランジと接する部分のコンクリ

ートの剥離が顕著である。特に，せん断補強

筋を配置していない試験体の剥離が顕著であ

る。 

・初期剛性は接合方法により異なる。特に，鉄

骨梁の柱コンクリートへの埋め込み長さに影

響を受ける。 

・履歴曲線は各試験体とも若干逆 S 字形の履歴

性状を示すが，層間変形角 R=0.05rad.まで急激

な耐力低下はみられない。 

・本耐力評価法は，鉄骨接合部分およびせん断

補強筋の耐力を評価できておらず，今後詳細

に検討する必要がある。 
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